
都道府県コード `090000

平成 年度27

栃木県事業計画



１．今年度に都道府県及び市町村が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

２．消費者行政予算及び今年度の支出等額 （単位：千円）

都道府県予算

管内市町村予算総額

事業計画【総括表】

13,685                 

44,009                 

平成 27 年度 栃木県

事業名（事業メニュー）

-                               

合計

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                               

-                         ２.消費生活相談員養成事業

市町村

-                               

13,685                       

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                               

-                               16,661                       

７.消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

都道府県

181,583                                                         

54,430                       

954                            954                     

-                               -                               -                         

-                         

7,901                   4,730                         

83,210                 28,780                       

237,249                                                         

23,096                       

16,661                 

3,171                         

消費者行政予算総額

55,666                                                           

-                               

合計

83,210                                                           

35%支出等割合

支出等額

４.消費生活相談体制整備事業

うち、先駆的事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業

20,913                       

24%

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

３．消費生活相談員養成事業

人

人日

人

人日

※「支出等」には、地方消費者行政活性化基金の取崩しを含む。

①参加者総数

法人募集型

管内全体の研修参加

③実地研修受入自治体

実施形態

②年間研修総日数

②年間研修総日数

③参加自治体

83,210                                                           

24%

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

自治体参加型

0.350728559

①参加者総数



１．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

事業概要 27年度
本予算

都道府県実施事業分

事業名（事業メニュー） 対象経費事業経費

交付金等対象経費

26年度
補正予算

基金

研修実施のための委託料（講師謝金）等4,730 

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県のみ

4,730 

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

市町の消費生活相談員等のスキルアップのため
の相談事例研修や通信講座の実施等

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

別表１

⑨消費生活相談体制整備事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県のみ

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

7,884 4,730 

1,100 

5,830 

954 

16,166 合計 31,132 

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

3,153 

22,149 16,166 

講師謝金、テレビ・ラジオ等ＣＭ作成費、広告料、出前
講座実施委託料、啓発演劇上演委託料、ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂ試
合会場での啓発委託料、見守りハンドブック印刷費、基
本計画製作委託料、会場借料、啓発資料等作成費、検
査機器修繕料、消耗品費等

出前講座実施委託料

⑨消費生活相談体制整備事業

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

市町消費生活センターの運営を支援するための県消費
生活相談員の派遣、市町が受け付けた処理困難事案
の弁護士相談の仲介、弁護士・建築士等の専門家をｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰとしたケーススタディの実施

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

消費者団体と連携した消費者被害防止に係る寸
劇・紙芝居・講話等の出前講座の実施

1,100 

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

相談員旅費、弁護士謝金、講師謝金等

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

消費者月間ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施、ﾒﾃﾞｨｱ等を活用した啓発、
街頭・出前講座等での啓発、高齢者及び若者を対象と
した啓発事業（ｼﾙﾊﾞｰ大学校での啓発ｲﾍﾞﾝﾄ、ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂ
試合会場での若者向け啓発等）、高齢者見守りﾈｯﾄﾜｰｸ
構成員用ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成・配付、消費者教育事業（巡
回演劇、消費者ｶﾚｯｼﾞ、消費者教育教員向けｾﾐﾅｰ、消
費者教育普及啓発資料の作成、食品表示研修会等）、
消費者啓発活動家育成事業（くらしの安心ｻﾎﾟｰﾀｰ）、消
費者基本計画策定、放射性物質簡易検査等

7,884 4,730 16,166 合計 31,132 



２．都道府県が実施する推進事業及び活性化事業の詳細

レベルアップのための研修は、東京都で行われる研修への参加が主であったため、研修機会が少なかった。

（既存）

（強化）

（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）※被災４県のみ

（強化）

（既存）

（強化）

（強化）

基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

相談事例の研究（県内各地を移動し24回実施）、通信教育及びｽｸｰﾘﾝｸﾞ（80名）、新任者研修の実施

⑦消費生活相談員等レベルアップ事業（研修開
催）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡
充）※被災４県のみ

（既存）

（強化）

（既存）

⑧消費生活相談員等レベルアップ事業（研修参
加支援）

（既存）

（既存）

（強化）

事業名

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト
等）※被災４県のみ

（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

なし

市町消費生活センターの運営を支援するため、県消費生活相談員を派遣（240回）、市町が受け付けた処理困難事案の弁護士相談の仲介、弁護士や建
築士等の専門家をｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとしたケーススタディの実施等

なし

消費者月間キャンペーン（記念講演・イベント、ラジオCM、新聞掲載等）、高齢者向け啓発（啓発イベント、テレビ・ラジオCM）、若者向け啓発（ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂ
試合会場での啓発）、高齢者見守りネットワーク構成員用ハンドブックの作成配付、消費者教育（消費者被害防止啓発演劇による巡回公演（30回）、とち
ぎ消費者カレッジ、消費者教育教員向けセミナー、消費者教育普及啓発用資料作成等）、食品表示研修会、くらしの安心ｻﾎﾟｰﾀｰ研修会、放射性物質簡
易検査の実施等

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（強化）

（既存）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組） （強化）

⑨消費生活相談体制整備事業
（既存）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（強化）

（強化）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（都道府県分。該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（都道府県分。該当する場合に記載） ５．市町村の基礎的な取組に対する支援事業

人 人時間／年 人 人時間／年

人 人

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

対象人員数
（報酬引上げ）

年間実地研修受入総日数

法人募集型

追加的総費用

追加的総業務量（総時間）

人

人日人日

追加的総業務量（総時間）

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

年間研修総日数

研修参加・受入要望

対象人員数
（報酬引上げ）

実施形態

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

実地研修受入人数人

自治体参加型

人 千円 人 千円

６．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

対象人員数計

有前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無 無

追加的総費用対象人員数計 追加的総費用



１．管内の市町村が実施する推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：千円）

消費生活相談のレベルアップに資する研修に参
加する相談員等への旅費等の支援

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、日
光市、小山市、真岡市、大田原市、那須塩原市、
さくら市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子

3,360 60 3,111 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

食品の放射性物質簡易検査に要する費用

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト） 佐野市、矢板市、下野市 491 491 

センター機能強化に係る事務機器等購入、周知チ
ラシ、執務参考資料購入、広域連携に係る負担金
等

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

足利市、日光市 916 100 816 弁護士等専門家を招いた無料相談の開催等

概要27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

宇都宮市、鹿沼市、大田原市、那須塩原市、益子
町、茂木町、市貝町、芳賀町、野木町、塩谷町、
高根沢町、那珂川町

12,278 483 11,795 

別表２ 管内市町村実施事業分

事業名（事業メニュー） 実施市町村 事業経費

交付金等対象経費計

合計 73,678 21,335 29,984 3,111 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

消費者被害を防止するための啓発事業、消費者
教育事業、放射性物質簡易検査等

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

日光市、小山市 126 92 消費者団体の活動支援、食品監視事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するための
取組）

宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、日
光市、小山市、真岡市、大田原市、矢板市、那須
塩原市、下野市、上三川町、益子町、茂木町、市
貝町、芳賀町、野木町、塩谷町、高根沢町、那須
町、那珂川町

20,890 20,109 712 

⑧消費生活相談体制整備事業
栃木市、佐野市、日光市、大田原市、矢板市、さく
ら市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子町、
壬生町、野木町、那須町

35,617 16,661 
消費生活相談体制を強化するための人的体制整
備に関する費用

援） さくら市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子
町、壬生町、野木町、那須町、那珂川町



２．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

３．消費生活相談体制整備事業（管内市町村分合計。該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

対象人員数
（報酬引上げ）

12      

対象人員数計 追加的総費用

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

25      16,849  

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人 千円31      33,321      

対象人員数計 追加的総費用



１．今年度の推進事業支出予定額 ２．今年度の基金取崩し予定額

　 　

３．消費者行政予算について（１）

-10,831           

-5,105             

-                    

千円

千円

-                    

千円 55,666             

千円

千円

千円

33,885             

66,497             

別表３ 交付金等の管理等

うち都道府県分

うち管内の市町村合計

千円

千円

千円

交付金分

①都道府県の消費者行政予算

千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

千円

うち先駆的事業 千円

7,841              千円

うち都道府県分 4,730              千円

千円

平成20年度

27,109             千円

千円 28,780             

前年度 今年度

千円

対平成20年度

28,557             

千円

千円

千円

対前年度

千円

千円

千円

千円千円 -                    千円

75,369             

24,050             

51,319             

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち管内の市町村合計

交付金相当分

3,111              

千円 千円 千円 千円

83,210            千円87,693            

127,153           119,358           

千円

千円

千円

千円

4,944              

22,189            千円

千円 -                   千円 -                   -                   

151,970          千円4,721             

千円

87,931            

-4,483            

千円

千円

622                 

千円 181,583           

7,795              

千円

8,417              59,374             

千円

-223               千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

173,166           

237,249          

27,109             うち交付金等対象外経費

154,039          

239,663          -2,414            千円

②管内の市町村の消費者行政予算総額

122,209           千円

149,318          千円

千円

122,209           千円

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費 千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

17,966             

千円

千円

千円

千円

17,966            千円

千円

千円 -                    

-5,726             

千円

千円

千円

千円

千円

2,069             千円

-4,223            千円

-                   千円

千円 -4,223             千円

千円

千円

54,430             

千円 22,189             千円

千円

53,808             

26,886             32,612             

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

③都道府県全体の消費者行政予算総額

うち交付金等対象の賃料、人件費等

149,318          

うち先駆的事業 千円 千円 千円 千円 -                    千円

うち先駆的事業 千円 -                   千円 -                   千円



４．消費者行政予算について（２）

↓先駆的事業（交付金分）を除く支出割合

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）（想定）

千円

127,153           

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村 千円

131,136           

人

258,289           

千円

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 15                   人

うち都道府県 15 人

15

104,250           

うち管内市町村 人

15                   

104,250           

千円

千円

人

人

千円

↓先駆的事業（交付金分）を除く支出割合

％

29.97527302 ％

17.9969484

24                   

127,153           

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出割合

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

千円

％

18                   ％

％29.97527302

24.36610356 ％



６．都道府県の消費生活相談員の配置について

千円

千円

千円

千円

千円

千円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 10,958                             

今年度末の予定基金残高（積み増し相当分）

7                                     

388,900                           設置当初の基金残高（交付金相当分）

3,124                               

千円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し予定額（交付金相当分）

千円

今年度の基金上積額（積み増し相当分）

-                                     

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

前年度末の基金残高（積み増し相当分）

今年度の基金取崩し予定額（積み増し相当分）

千円

設置当初の基金残高（積み増し相当分）

今年度の基金運用収入予定（積み増し相当分）

千円

7,841                               千円

５．基金の管理

７．今年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組

相談員総数

相談員数

相談員数

相談員数

人

1            

人10          

9            

-            

1            

-            

10          

9            

②研修参加支援

人

③就労環境の向上

弁護士、一級建築士等の専門家をアドバイザーとしてケーススタディを行い、高度化する相
談への対応力を強化する。

相談業務に必要となる執務参考図書を整備する。

④その他

処遇改善の取組

○

○

前年度末うち委託等の相談員

①報酬の向上

前年度末

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

消費生活相談員の配置

相談員数

相談員数

具体的内容

相談員総数

相談員数 人

前年度末

人

人人

人

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定

今年度末予定



別添

自治体名 栃木県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

計 0

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。


